
　５　市民協働と開かれた行政の推進

　　（１）総合計画の推進

事　業　名 予算額 概　　　　　　　　　　　　要 所　管

・総合計画事業の進捗状況や評価指標の達成状況、市

民意識調査結果を総合計画審議会や市民に報告・公表

総 合 計 画 推 進 事 業 3,390 し、意見を求める。 企画調整課

・成果重視の行政サービスの確立に向け、行政評価の

試行を行う。

　　（２）市民と協働で進めるまちづくり

事　業　名 予算額 概　　　　　　　　　　　　要 所　管

市民と行政が情報を共有し、パートナーシップを確立

するため、自治振興会ブロック毎やテーマを定めての

タ ウ ン ミ ー テ ィ ン グ タウンミーティングを行う。 広 報 課

開 催 事 業 730 ・自治振興会ブロック毎で７回

　（前年度は小学校区毎で４９回）

・テーマを定めて４回

（ 新 規 事 業 ） 市政に関する市民の苦情を、公正かつ中立的な立場で

行 政 苦 情 3,800 簡易迅速に処理することにより、市民の権利利益の擁 市 民 生 活

オ ン ブ ズ マ ン 事 業 護を図る。 相 談 課

　平成１４年１０月１５日　制度創設

市民が自発的に企画・実施するまちづくり活動を募集

市 民 提 案 型 1,025 し、優れた提案の団体に補助することにより、市民主 市 民 生 活

ま ち づ く り 事 業 体のまちづくりの推進を図る。 相 談 課

（ 再 掲 第 2 － 1 － (1) ）

市職員が市民の指定する場所へ出向き、市が持ってい

（ 新 規 事 業 ） る行政情報等を積極的に提供することにより、「開か

市 役 所 500 れた市役所」の実現や市民主体のまちづくりの推進を 市 民 生 活

出 前 講 座 事 業 図る。 相 談 課

平成１４年１０月１日創設　１０４講座

市民参加による ま
ち づ く り 推 進 事 業   4,500

市民、商業者、行政が三位一体となった街づくりを進め、
中心市街地の活性化を図るため、㈱まちづくりとやま
（TMO)が開設・運営する「まちづくり公房」において、市民
参加によるまちづくり推進事業を実施する。

中心市街地
活性化推進
室

・市民による企画提案まちづくり事業
（再掲第1－3－(1)） ・コンセンサス形成・まちづくり計画策定事業

・まちづくり公房情報発信コーナー運営事業



　　（３）効率的な行政の推進

事　業　名 予算額 概　　　　　　　　　　　　要 所　管

公共工事等の入札執行、入札結果の通知などをインタ

ーネット上で行う電子入札システムの開発を進める。

また、一連の契約業務について電子化に取り組むとと

もに、競争性が高まる入札制度の導入を図る。

（ 新 規 事 業 ） （全体計画）

電 子 入 札 シ ス テ ム 　平成15年度　　・基本計画策定 契 約 課

開 発 事 業 6,200 　平成16年度　　・システム開発

　平成17年度　　・導入テスト・一部運用開始

　　　　　　　　　　（工事・建設コンサルタント）

　　　　　　　　・ 導入テスト（物品・業務委託）

　平成18年度 　 ・全面運用（工事・建設コンサルタント）

　　　　　　 　 ・一部運用開始（物品・業務委託）

　平成19年度  　・全面運用（物品・業務委託）

国や地方公共団体を結ぶ総合行政ネットワーク（ＬＧ

（ 新 規 事 業 ） ＷＡＮ）に接続し、情報交換、情報共有を実現するこ

総合行政ネットワーク とにより、行政事務の効率化・迅速化を図る。 情報統計課

(ＬＧＷＡＮ)整備事業 6,200 　（ＬＧＷＡＮの基本サービス）

　・電子メール

　・電子文書交換

　・情報掲示板

　・ＷＢＴ（Web Based Ｔraining)　教育

市民サービスの向上や新たな市民ニーズへの対応を

全 庁 型 地 図 情 報 図 る と と も に 行 政 事 務 の 効 率 化 ・ 高 度 化 を 進 め る た 情報統計課

シ ス テ ム 整 備 事 業 70,000 め、４カ年計画 で整 備を 進めてき たが 、全 庁型 地図

情 報 シ ス テ ム の 基 盤 と な る 「 共 通 基 図 」 が 15 年 度 で

完成する。

（ 新 規 事 業 ） 平 成 １ ５ 年 度 か ら ２ ヵ 年 計 画 で 、 全 地 区 セ ン タ ー に

窓口サービス支援事業 1,815 テ レ ビ 電 話 を 導 入 す る こ と に よ り 、 本 庁 窓 口 と 同 等 情報統計課

のサービスの提供を図る。

市税の滞納整理体制を強化するため、滞納額が50万円

（ 新 規 事 業 ） 未満の滞納者に対し、徴収嘱託員が臨戸訪問し徴収す

滞 納 整 理 事 務 6,853 る。 納 税 課

強 化 事 業 ・設置年月日　　平成15年6月1日

・徴収嘱託員　　3人



事　業　名 予算額 概　　　　　　　　　　　　要 所　管

家屋図のデータ修正などを行い、固定資産税賦課・評

固 定 資 産 地 図 情 報 価事務の効率化を図る。

シ ス テ ム 作 成 事 務 8,000 　・地番図の分・合筆異動データの修正 資 産 税 課

  ・家屋図作成

  ・家屋経年異動データの修正

戸籍のコンピュータ化により、市民サービスの向上に

努める。

全体計画

　　平成　 　9　年度　・システム開発着手

　　　  10～11　年度　・システム設計

戸 籍 事 務 電 算 化 33,837 　　　　　　　　　　　・戸籍、附票電算入力作業 市 民 課

推 進 費 　　　　　　　　　　　・戸籍、附票システム稼働

　　　　　　12　年度　・平成改製原戸籍の訂正作業

　　　　　　13　年度　・平成改製原戸籍等電算

　　　　　　　　　　　　入力作業

　　　　　　　　　　　・除籍システム一部稼動

　　  　14～17　年度　・除籍、昭和改製原戸籍等

　　　　　　　　　　　　電算化準備作業

　　　　　　　　　　　・戸籍全システム稼動

「住民サービスの向上と行政事務の簡素効率化」を

図 る た め 、 国 の 「 シ ス テ ム 構 築 ス ケ ジ ュ ー ル 」 に 基

づき、全国の市区町村を電気通信回線で結んだネッ

トワークシステムを構築する。

全体計画

　　平成　13 年度　・ネットワーク機器借り上げ 市 民 課

住 民 基 本 台 帳 ネ ッ ト 27,277 　　　　　　　　　 ・システム改修

ワ ー ク シ ス テ ム 事 業 　　　　　　　　　 ・窓口端末整備

　　　　　14 年度　・システム改修及びテスト

　　　　　　　　　 ・住民基本台帳カード導入準備

　　　　　　　　　 ・全国共通コード付番・通知

　　　　　　　　　　　（全国ネットワーク整備）

　　　　　15 年度　・住民票の写しの広域交付

　　　　　　　　　 ・転入転出の特例処理

　　　　　　　　　 ・住民基本台帳カードの交付

（ 新 規 事 業 ） 多くの市民が訪れる市民課窓口を中心として、各種申

フ ロ ア マ ネ ー ジ ャ ー 0 請書の記入のサポートや窓口誘導を行うフロアマネー 市 民 課

の 配 置 ジャーを配置する。

事　業　名 予算額 概　　　　　　　　　　　　要 所　管



市民が安心して暮らせるよう、特別相談を実施する。

　　法律相談（週２回）、行政相談（週１回）

相 談 事 業 3,239 　　なやみごと人権相談（月２回） 市 民 生 活

　　国税、公証、登記、建築相談及び富山市サラ金 相 談 課

　　相談（各月１回）

（ 新 規 事 業 ） 平成15年４月から針原保育所を民営化する。

針 原 保 育 所 の 0 新たな運営主体：社会福祉法人わかば福祉会 こども福祉課

民 営 化

　容器包装である、空き缶、空きびん、ペットボト

ル、その他プラスチック、その他紙及び古紙（新

容 器 包 装 廃 棄 物 201,064 聞、雑誌、段ボール）を分別回収する。 環 境 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

分 別 回 収 推 進 事 業 　･空き缶、空きびん　月２回回収 管 理 課

　・ペットボトル　協力店での拠点回収

　・その他紙・古紙　　月１回回収

（再掲第2－2－(3)－②） 　・その他プラスチック

           月２回回収（７月から月４回民間委託

　　　　　　により実施）

給 食 セ ン タ ー 新学校給食センターにおける調理･洗浄等業務につい

管 理 事 務 費 て、経済性・効率性を考慮し民間委託を実施する。

普及率　平成14年度末　84.9％（公共下水道）

　　　　　　　（類似施設含む　89.3％）

　　　　　平成15年度末　85.6％（公共下水道）

　　　　　　　（類似施設含む　90.6％）

7, ・管渠・ポンプ場・浄化センターの維持管理

757,872 ・経営効率化の推進 上下水道局

　(新規事業)浜黒崎浄化センターにおける包括的民間

　　　　　　委託の導入

（再掲第2－2－(4)－⑤） ・水洗化の促進

　下水道普及推進費

　「下水道の日」記念行事開催費

152,362 学校保健課

下 水 道 事 業
（ 公 共 下 水 道 事 業 会 計 ）



　　（４）地方分権と広域行政

事　業　名 予算額 概　　　　　　　　　　　　要 所　管

・富山市と上新川郡、婦負郡の町村で構成する法定協

　議会の運営経費負担金　           　46,247千円

市町村合併推進事業 51,247 　　主な事業内容：協議会開催費、情報提供費、 企画調整課

　　　　　　　　　各種実態調査費

・富山市としての市民への情報提供等　  5,000千円

富山県内で市町村の行政区域の枠を越えて戸籍等の証

（ 新 規 事 業 ） 明書の発行を行う広域的な窓口サービスを開始し、住

と や ま 広 域 窓 口 民サービスの向上を図る。

サ ー ビ ス 事 業 1,052 　　・実施時期　　平成１５年１１月（予定） 市 民 課

　　・取扱業務　　戸籍証明書（除籍は除く）、戸籍

　　　　　　　　　附票の写し、住民票の写し、身分

　　　　　　　　  証明書、印鑑登録証明書


